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戦後復興期（1945年〜1954年）
1945年に終戦を迎えた日本は連合軍の統治下に置かれて、アメリカ主導での戦後復興が行われました。日本が戦前の体
制からいかに脱却し、経済的にどのように復興、自立していくのか、日本の歴史上でも未曾有の混乱期を見ていきましょう。
戦後の混乱を乗り越えて、日本経済は朝鮮特需という景気拡大の追い風を受けて着実に回復していきました。この次の年
代において、日本は本格的な経済成長を遂げることとなります。

図表1：マウント・ワシントン・ホテルブレトン・ウッズ体制

第二次世界大戦後の世界経済をどうするかについて、まだ
戦争中の1944年7月にアメリカ・ニューハンプシャー州のブレ
トン・ウッズに44カ国が集まり、連合国通貨金融会議が開催
されました。

この会議において、アメリカが金本位制を採用して、米ドルと
各国の通貨の交換比率（為替相場）を一定に保つ固定為替
制度が決定されました。また、世界経済の安定と発展のため
に国際通貨基金（IMF)と国際復興開発銀行（世界銀行、
IBRD）が設立されました。

ブレトン・ウッズ体制では、金本位制を採用して、金1オンス
を35米ドルと制定しました。そして他の国の通貨は米ドルと
一定の交換比率の固定為替制度としました。アメリカ以外の
国は金を準備しなくても、実質的に金本位制となる画期的な
システムでした。

IMFは戦後、国際通貨体制の守り神として設立されました。
通貨の面から、再び戦争が起こることがないように、通貨の
安定、為替の自由化、国際収支の安定を目指しています。
特に国際収支の安定については、国際収支が赤字に陥っ
た国への融資を行います。国際収支が赤字となって、必要
なものが購入できなくなり、戦争を解決方法とすることがない
ようにしているのです。

一方IBRDは、戦後の復興資金の貸付を行ってきました。日
本も1953年から借り入れて、全額返済したのは1990年のこと
でした。

ブレトン・ウッズ会議の会場
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民主化政策と超インフレ

終戦後、アメリカは連合国軍最高司令官総司令部（GHQ)

を通じて、日本の民主化のために三大改革と呼ばれる、財

閥解体、農地改革、労働三法の制定を進めました。

まず財閥解体は、侵略戦争を遂行するうえでの経済的基

盤となった大財閥の解体でした。三菱、三井、住友といっ

た大財閥をはじめとして、戦争に協力した企業は解散を命

じられ、役員等の経営陣も公職追放とされました。

農地改革は、従来からあった地主と小作人の関係を見直

して、実際に耕作に従事しない不在地主の農地を全て安

値で買い取って、小作人に分け与えました。この政策に

よって、従来農地の46％が小作地でしたが、この割合が

10％にまで激減しました。

労働三法とは、労働基準法、労働組合法、労働関係調整

法の３つで、経営者による不当解雇や長時間労働が規制

され、労働者の団結や組合設立が認められました。

戦後の日本は超インフレの世界となりました。この原因は

一義的には、国土が焦土と化して極端な物資不足になっ

たことによる物価上昇でした。物資不足に対応するため、

GHQは傾斜生産方式を採用して、鉄鋼・石炭産業に資金

と資材を集中的に投入しました。この資金を手当てするた

め1947年に復興金融金庫が設立され、復興金融金庫債

券を発行して日本銀行が引き受け、代金を復興金融金庫

に支払いました。この資金を復興金融金庫は鉄鋼・石炭

産業に集中して融資しました。

この結果、物資不足は徐々に解消されていったものの、紙

幣をどんどん増発したことから、復金インフレと呼ばれる物

価上昇が加速しました。そして1953年、小額通貨の整理

及び支払金の端数計算に関する法律（小額通貨整理法）

制定され、「円」以下の単位である「銭」「厘」が廃止されま

した。

図表2：戦後の日本におけるインフレと預金封鎖
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戦後の日本ではインフレ率が、「1934～36年卸売物価
ベースでみると1949年までに約220倍、1945年ベースで
みても約70倍」（「日本銀行金融研究所/金融研究
/2012.1」より）となり、第一次世界大戦後のドイツやハン
ガリーのようなハイパーインフレにまでは至らなかったも
のの、超高インフレとなりました。

補足2：主要小売り品目価格（時価）の推移

主要小売り
品目価格
の推移

米
(10kg)

鶏卵
(1kg)

牛肉
(100g)

ビール大瓶
1本

1938年 2円80銭 82銭 26銭 38銭

（昭和13年） (1.0) (1.0) (1.0) (1.0)

1950年 990円 248円 32円 130円

（昭和25年） (353.6) (302.4) (123.1) (342.1)

（ ）内は、昭和13年を1とした昭和25年の指数。

補足1:戦後のインフレ率

補足3:預金封鎖

1946年2月16日、金融緊急措置令を含む「経済危機緊
急対策」が発表され、翌日実施されました。金融緊急措
置では旧円が新円に切替えられて預金封鎖が行われま
した。2月17日（日曜）における預金は閉鎖され、旧紙幣
は3月2日（土曜）をもって強制通用力を失い、新円との
引き換えは2月25日から3月７日までの間に強制預入の
形で行われるものとされました。さらに標準世帯生計費
を500円とし、給与等は月500円までは新円による現金払、
それ以上は封鎖払とされました。封鎖預金からの現金引
出は原則的に毎月世帯主300円、世帯員一人につき
100円（3月30日から一律一人100円）までに限定されまし
た。


